福島町住宅リフォーム補助金交付要綱（案）

　（目的）
第１条　この要綱は、福島町内に存する住宅のリフォーム工事や増改築工事を行う者に対し、予算の範囲内において町が補助金を交付することにより、町民が安心して快適に暮らす住環境の向上と定住人口の確保及び町内経済の活性化を図ることを目的とする。
　（定義）
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
（１）住宅　自己の居住の用に供する部分（以下「住宅部分」という。）を有する専用住宅及び併用住宅（住宅部分と非住宅部分が混在している場合は、当該住宅部分とする。）
（２）住宅リフォーム工事　次に掲げる工事をいう。
ア　増築工事　既存の住宅に新たに住宅部分を建設し、又は既存の住宅以外の部分を住宅部分に変更させることにより、住宅部分の床面積を増加させる工事
イ　改築工事　既存の住宅部分の一部を取り壊し、又は当該住宅部分が存した場所に住宅部分を改めて建設する工事
ウ　修繕工事　住宅の安全性、耐久性及び居住性を向上させるための工事で、概ね次に掲げる工事
（ア）基礎、土台、柱、筋交い等の修繕又は補強工事
（イ）外壁、屋根、内壁、天井等の修繕工事
（ウ）塗装工事
（エ）給排水、衛生、換気、冷暖房、電気等の設備工事
（オ）間取りの変更等模様替えを行う工事
（カ）開口部等を設ける工事
（キ）台所、浴室又は便所を改良する工事
（ク）建具の取替等の工事
（ケ）壁紙の貼り替え工事
（コ）断熱、気密改修工事
（サ）その他町長が必要と認める工事
（３）町内建設業者　町内に事業所を有する法人又は町内に住所を有し、町内で営業する個人事業者をいう
（補助対象者）
第３条　補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。
（１）当町に住所を有し、かつ、当町の住民基本台帳に記録されている者
（２）住宅リフォーム工事を行う住宅の所有者（共同で所有している場合はいずれかの１人に限る。）又はその配偶者若しくはその直系親族で当該住宅に現に居住している者又は住宅リフォーム工事を行う住宅に居住しようとする者
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は補助対象者にしないものとする。
（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団の構成員
（２）破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行う団体等に所属している者
（３）町税等に滞納がある者（世帯員及び同居人を含む。）
（４）町長が補助対象者として適当でないと認める者
　（補助対象住宅）
第４条　補助金の対象となる住宅は、次に掲げる住宅とする。
（１）当町の区域内に所在する住宅であること
（２）賃貸住宅の用に供するものでないこと
（３）法人が所有する住宅でないこと
　（補助対象事業）
第５条　補助金の対象となる事業は前条に該当する住宅で、次の各号に掲げる全てを満たす工事とする。
（１）住宅部分のリフォーム工事に要する費用（消費税及び地方消費税の額を含む）が３０万円以上であること
（２）町内建設業者が施工するものであること
（３）補助対象者又は補助対象者が役員になっている法人が施工するものでないこと
（４）補助金交付決定後に工事着手するものであって、かつ、当該年度の３月３１日までに事業完了実績報告書の提出ができる工事であること
２　次に掲げる工事に要する費用については、補助金の交付対象としない。
（１）公共工事の施工に伴う補償費の対象となる工事
（２）門・塀等、いわゆる外構工事
（３）住宅以外の車庫や物置等の修繕等
（４）他の補助制度等を活用する工事
（５）工事が伴わない設備、備品の購入費用
（６）その他、補助金の交付が適当でないと認められる工事及び工事費用
（補助金の額）
第６条　補助金の額は、住宅リフォーム工事に要する費用（消費税及び地方消費税の額を含む）の１０分の１以内の額（その額に千円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額。）とし、当該補助金の額が３０万円を超えるときは、３０万円とする。
（補助金の交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「補助申請者」という。）は工事着手前に福島町住宅リフォーム補助金交付申請書（様式第１号）に、次に定める書類を添えて町長に提出しなければならない。
（１）住宅リフォーム工事を行う住宅の所有者が明らかになる書類の写し（登記事項証明書）。ただし、単独所有の場合は、固定資産税課税明細書又は固定資産家財台帳等（名寄せ帳）の写しをもって代用することができる。
（２）誓約書兼同意書（様式第２号）
（３）補助事業の見積書（補助対象及び補助対象外経費が分かるもの）
（４）住宅リフォーム工事の施工前の状態が確認できる写真
（５）住宅リフォーム工事を行う住宅の平面図及び工事内容が確認できる図面等
（６）その他町長が必要と認める書類
（補助金交付申請の制限）
第８条　この要綱において、補助金の交付申請は、原則同一の住宅につき１回のみ行うことができるものとする。
（補助金の交付決定通知等）
第９条　町長は、前条の規定に基づく申請を受理したときは、その内容を審査・確認し、補助の可否を決定し、福島町住宅リフォーム補助金交付決定通知書（様式第３号）又は福島町住宅リフォーム補助金交付却下通知書（様式第４号）により補助申請者へ通知する。
（補助金の交付申請の取り下げ）
第１０条　補助申請者は、補助事業を取り下げるときは、福島町住宅リフォーム補助金交付申請取下届出書（様式第５号）により、町長へ届け出なければならない。
２　前条の規定により、補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）から前項の届出があったときは、補助金の交付の決定は、なかったものとみなす。この場合において、補助申請者から提出された補助金交付申請書等は返還しないものとする。
（補助金の変更申請等）
第１１条　交付決定者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、福島町住宅リフォーム補助金交付変更承認申請書（様式第６号）に関係書類を添えて町長に提出し、承認を受けなければならない。
２　町長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、承認について可否を決定し、福島町住宅リフォーム補助金交付変更承認通知書（様式第７号）又は福島町住宅リフォーム補助金交付変更不承認通知書（様式第８号）により交付決定者に通知する。この場合において、変更前の交付決定内容を変更することができる。
（中間検査）
第１２条　町長は、補助事業の円滑かつ適正な執行を図るため、必要に応じて中間検査を実施できるものとする。
（実績報告）
第１３条　交付決定者は、補助事業が完了したときは、速やかに福島町住宅リフォーム補助金実績報告書（様式第９号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
（１）住宅リフォーム工事の施工中及び完了後の状態が確認できる写真
（２）補助事業に係る経費の領収書及び明細書の写し
（３）その他町長が必要と認める書類等
（完了検査）
第１４条　町長は、前条の規定に基づく書類を受理したときは、速やかに当該補助事業について職員に実地検査をさせ、当該報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定内容に適合するものであるかどうかを審査し、福島町住宅リフォーム工事完了検査調書（様式第１０号）に記録するものとする。
（補助金の額の確定及び交付）
第１５条　町長は、前条に規定する完了検査の結果、補助金の交付の決定内容に適合すると認めたときは、補助金の額を確定し、福島町住宅リフォーム補助金確定通知書（様式第１１号）により交付決定者へ通知する。
２　町長は、前項条の規定により補助金の交付を決定したときは、速やかに補助金を交付決定者に交付する。
（補助金の取消し等）
第１７条　町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、既に補助金を交付しているときは、当該補助金の全部又は一部を次の区分により返還を命ずることができる。この場合の返還率は下表のとおりとする。
（１）詐欺若しくは不正の行為により助成を受け、又は受けようとしたとき。
（２）補助金交付後５年以内に、補助対象住宅へ居住しなくなったとき
（３）町長が取り消し相当と認める事由があったとき

	区分
	期間
	返還割合

	第１号該当
	補助金を確定した日から５年以内
	100/100

	第２号該当及び第３号該当
	補助金を確定した日から３年以内
	100/100

	
	補助金を確定した日から３年以上４年未満
	80/100

	
	補助金を確定した日から４年以上５年未満
	50/100


２　前項の規定は、補助金の額が確定した後においても適用する。
[bookmark: _GoBack]３　町長は、第１項の規定により補助金等の交付決定を取り消した場合には、福島町住宅リフォーム補助金取消通知書（様式第１２号）により交付決定者に通知する。
（補助金の返還）
第１８条　町長は、前条の規定に基づき補助金の返還を求めるときは、福島町住宅リフォーム補助金返還命令通知書（様式第１３号）により交付決定者に通知する。
（財産の処分の制限）
第１９条　この要綱に基づく補助金により取得した財産の処分を制限する期間は、補助金を受領した日から５年間とし、その間は善良な管理者の注意をもって管理するとともに、町長の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け、又は担保にしてはならない。
（補則）
第２０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
（有効期限）
２　この要綱は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。
（経過措置）
３　第１７条、第１８条及び第１９条の規定については、この要綱の失効後もその効力を有する。
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